
１.重要な会計方針

　

　　　定額法

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

　　　什器備品 ４年～２０年、建物付属設備 １５年

（３）引当金の計上基準

（４）消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による。

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 739,398,369 83,577,784 137,086,957 685,889,196

小　　　計 739,398,369 83,577,784 137,086,957 685,889,196

特定資産

　役員退職慰労引当資産 1,050,000 600,000 0 1,650,000

  退職給付引当資産 341,650 0 0 341,650

　減価償却引当資産 2,191,252 0 0 2,191,252

  退職金緊急支払積立金資産 177,178,474 58,836,226 63,951,950 172,062,750

小　　　計 180,761,376 59,436,226 63,951,950 176,245,652

合　　　計 920,159,745 143,014,010 201,038,907 862,134,848

　　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい
      て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資及び
      日本システム収納株式会社等への預け金からなっている。

財務諸表に対する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　 （評価差額は正味財産増減額として処理、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　時価のないものは原価法を採用

（２）固定資産の減価償却方法

　　　賞与引当金は職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
      の負担額を計上している。

　　　役員退職慰労引当金は役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、役員等に対する報酬
      規程に基づく期末要支給額を計上している。

　　　退職給付引当金は職員に対する退職金の支給に備えるため、職員に対する退職手当細則に
      基づく期末要支給額から特定退職金共済制度の積立金の期末評価額を控除した金額を計上
　　　している。



３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

基本財産

　投資有価証券 685,889,196 0 685,889,196 0

小　　　計 685,889,196 0 685,889,196 0

特定資産

  役員退職慰労引当資産 1,650,000 0 0 1,650,000

  退職給付引当資産 341,650 0 0 341,650

　減価償却引当資産 2,191,252 0 2,191,252 0

　退職金緊急支払積立金資産 172,062,750 0 172,062,750 0

小　　　計 176,245,652 0 174,254,002 1,991,650

合　　　計 862,134,848 0 860,143,198 1,991,650

４.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円)

科     目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

什 器 備 品 3,312,444 3,125,186 187,258

建物付属設備 396,360 245,643 150,717

合　　　計 3,708,804 3,370,829 337,975

５.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

現金預金勘定 222,408,868円 83,765,430円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 0円 0円

有価証券（外貨MMF) 12,271,450円 9,963,283円

預け金 7,675,190円 預け金 10,706,616円

現金及び現金同等物 242,355,508円 現金及び現金同等物 104,435,329円

（２）重要な非資金取引はない。

６.その他

 保険料積立金と要留保額（令和7年3月末）

保険料積立金（Ａ）

要留保額　　（Ｂ）

留保率　 （Ａ/Ｂ）

46,114,984,352円

100.278%

「要留保額」とは、期末において加入者全員が脱退したと仮定したときに必要な支払給付金の総額で
ある。

有価証券（外貨MMF)

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりで
      ある。

前期末 当期末

現金預金勘定

預入期間が３ケ月を超える定期預金

46,243,410,621円


